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令和８年公衆浴場入浴料金統制額の算定等について 

 

１ 入浴料金統制額の指定 

  公衆浴場の入浴料金は、物価統制令（昭和２１年勅令第１１８号）に基

づく統制料金で、都道府県知事が入浴料金の最高限度額を指定する。 

  統制額の指定に当たっては、公衆浴場経営について実態を調査（以下

「会計調査」という。）するとともに、東京都公衆浴場対策協議会を設定

し、その意見を聴取しつつ、適正に決定する。 

 

２ 入浴料金統制額の算定根拠 

  効率的な経営の下における適正な原価を償い、かつ適正な利潤を含む水 

 準に料金を設定する総括原価方式を用いる。 

  本方式は、ガス、水道、電気等公共性の高いサービスの料金算定に用い 

 られており、公衆浴場入浴料金もそのような性格を有すると考えられるた 

 め、本方式を用いて算定する。 

 

３ 入浴料金統制額（案）の算定手順 

（１）会計調査対象浴場の選定 

   都内公衆浴場の中から、使用燃料、排水、用水、入浴料金収入の面で 

  標準的な浴場４０軒程度を選定する。 

（２）会計調査の実施 

   会計調査対象として選定した公衆浴場の直近１年間の決算書、会計帳 

  簿等の調査及び分析を行い、収支科目ごとの令和７年平均収支実績表を 

  作成する。 

（３）収支推定表の作成 

   令和７年収支実績表を基礎に、それぞれの科目ごとに将来１年間の所 

  要額を推定して、令和８年収支推定表を作成する。 

（４）入浴料金収入の所要変動率の算出 

   令和８年収支推定表の推定収入と推定費用の過不足額から、入浴料金 

  収入の所要変動率を算出（以下「所要変動率算出式」のとおり。） 

（５）乖離幅の提示 

   所要率を元に算出した現在の統制額との乖離幅を協議会に提示する。 
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 【所要変動率算出式】 

（費用合計＋事業報酬） － （収益合計）
入浴料金収入  

    

 ［例］令和 7 年統制額算定…550 円→550 円 

  １ 推定所要変動率（7 年推定） 4.344% 

  ２ 現行料金体系の構成（一世帯一回あたりの入浴料金） 

     計  2.91 人          1,551.25 円  

     大人 2.79 人 × 550 円 ＝ 1,531.75 円 

     中人 0.07 人 × 200 円 ＝   14.00 円 

     小人 0.06 人 × 100 円 ＝   5.50 円 

        ※令和 7 年平均世帯人員（東京都生計分析調査）…2.91 人 

         ※利用者構成比（調査浴場一週間の利用者数調査）… 

                  大人 95.70% 中人 2.41% 小人 1.89% 

          →構成人員   大人 2.79 人 中人 0.07 人 小人 0.06 人 

  ３ 改定料金体系の構成 

    1,551.25 円 × 1.04344 ＝ 1,618.64 円 

        ＊中人料金を 200 円、小人料金を 100 円に据え置くことを前提としたとき 

         計  2.91 人          1,618.64 円 

     大人 2.79 人 × 574.20 円 ＝  1,599.14 円 

     中人 0.07 人 × 200.00 円 ＝   14.00 円 

     小人 0.06 人 × 100.00 円 ＝   5.50 円  

     →大人料金は 574.20 円であれば、推計される不足額が解消される料金 

      （乖離額 574.20 円－550 円＝24.20 円）             

  ４ 統制額案（令和 7 年） 

    大人  550 円 （据え置き）  

    中人  200 円 （据え置き）  

    小人  100 円 （据え置き）  
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